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１．はじめに
福井県の女性の労働力率は５３．５％で、全国平均の４８．８％を上回り、全国１位となっている１）。
共働き世帯の割合も、一般世帯で３９．６％、夫婦世帯で５８．２％と、全国平均の２６．６％、４４．４％を
大幅に上回り、ともに全国１位である２）。女性の雇用者（役員を除く）のうち正規就業者のし
める割合は５５．３％で、全国２位となっている３）。週あたりの就業時間が４０時間を超える女性の
割合は６１．１％で、これも全国平均の４９．８％を大きく上回る４）。
その一方で、後述するように「男は仕事、女は家庭」という考え方も根強く、男性の家事分
担は進んでいない。女性は賃労働と不払い労働としての家事、育児、介護の両立を求められ、
二重、三重の負担を背負い込むことになりがちである。その影響で、女性が時間的な余裕を持
つことは難しく、そのことがさまざま問題を生み出していると考えられる。福井県は就業面で
女性の社会進出が進んでいる一方で、管理的職業に従事する女性の割合は低く５）、県議会議員、
市町議会議員や町内会長に占める女性の割合も低い６）。さまざまな領域における方針決定過程
に女性の声が十分に反映されているとは言い難い状況である。時間的な余裕のなさが、昇進の
ための競争にマイナスに働いたり、地域活動や市民活動への参加を困難にし、地域社会や地方
行政における方針決定過程に関与しづらくしたりしている可能性が高い。
本稿では、男女間の家事分担を規定する要因について、アンケート調査のデータを用いて、
統計的な分析をおこない、男性の家事分担を進めるために何が必要なのかを明らかにしていく。
２．先行研究の検討
まず、家事分担を規定する要因に関する主要な先行研究を概観しておきたい。Shelton and
John（１９９６）の整理によれば７）、規定要因に関する研究の大部分は、時間的制約論、イデオロ
ギー／性役割論、相対的資源論のいずれか、またはその組み合わせによって家事分担を説明し
ているとされる。
時間的制約論は、男女それぞれが可能な時間の範囲内で家事を行っていると説明する。時間
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的な制約の鍵となるのが労働時間で、労働時間と家事の時間は反比例の関係にあるとされる。
女性の就労時間が長くなるにつれて、女性の家事時間は短くなり８）、逆に、夫の家事参加は増
える９）、男性の場合も、就労時間が長くなると、家事時間は短くなる１０）。こうした時間的制約
論は家事分担の分散のほとんどを説明するとされる１１）。
イデオロギー／性役割論は、男女が伝統的な性別役割分業観をどの程度まで受け入れている
かによって家事分担を説明する。男女が平等な性役割意識を持つと、男性の家事分担が促進さ
れる１２）。一般には、男性が性役割に関して平等な志向を持つとき、女性がそうであるときに比
べてより強く家事分担に関与するといわれるが、家事分担の分散の多くを説明するわけではな
い１３）。
相対的資源論は、家事の分担量を、男女それぞれが利用可能な資源を用いて交渉した結果で
あると説明する。男女の収入差が少ないほど、家事分担は平等化すると考えられる１４）。
３．アンケート調査の概要と分析の方法
１）調査の概要
福井県は、２０歳以上の福井県民から無作為抽出した２０００人を対象とする「男女共同参画に関
する意識調査」を２０１０年７月に郵送法で実施した。有効回収数は１０８０件（回収率５４．０％）であ
った。筆者は、福井県男女共同参画審議会の委員として、調査にアンケートの設計段階から関
わった。家事分担の規定要因に関する分析では、全国データと比較する場合を除き、この内、
配偶者と同居しているもののデータ７０５件を使用する。未婚で親と同居している場合、家事に
関して親世代に依存しているものが多い。単身者の場合、逆に、基本的に日常的な家事は自分
で実施する以外の選択肢がない。そうした理由から、両性間の家事分担を規定する要因を分析
する上で適当でないと考えるからである。配偶者と同居している回答者の基本属性は表１の通
りである。
表１ 回答者の基本属性
項 目 カテゴリー ％
性 別
（Ｎ＝７０２）
女性
男性
５１．７
４８．３
年 齢
（Ｎ＝７０１）
２０～３９歳
４０～５９歳
６０歳以上
１５．５
４３．１
４１．４
職 業
（Ｎ＝６８１）
勤め人
自営業者
非常勤・パート・内職
家事専業
無職
その他
４５．７
２２．４
８．４
４．７
１６．５
２．３
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２）分析の方法
今回の調査は夫婦ではなく個人を単位としたものであるため、夫婦間の家事分担を規定する
要因について直接検討することはできない。時間的制約に関する分析としては、男女それぞれ
について就労時間の長さと家事の実施頻度の関係を調べる。イデオロギー／性役割に関する分
析としては、男女それぞれの「男は仕事、女は家庭」という考え方に対する賛否の程度（以下、
「性別役割分業意識」と表記）と家事の実施頻度の関係を調べる。相対的資源に関する分析と
しては、夫婦における就労形態について、家計の支え手が「夫」の場合と「夫と妻」の場合に
分け、男女それぞれの家事実施頻度の比較を行う。夫婦を単位とした分析ではなく、間接的な
研究にとどまるが、福井県民を対象とした大規模な調査データを用いた家事分担に関する研究
はほとんど行われておらず１５）、福井県の抱える課題を明らかにし解決の方向性を示すことの意
義は小さくないと考える。
４．家事の実施状況
まず、家事や育児、介護の実施頻度について確認しておきたい。「食事のしたく」、「食事の
後かたづけ」、「洗濯」、「掃除」、「ゴミ出し」、「育児・しつけ」、「看護・介護」の７項目の実施
頻度について、「いつもする」、「ときどきする」、「ほとんどしない」、「まったくしない」の４
段階および「非該当」から選択してもらっている。男女別に度数とパーセントをまとめたもの
が表２である。７項目すべてで、両性間に１％水準で有意な差があり、どの項目でも、男性に
比べて女性の実施頻度が圧倒的に高い。
「育児・しつけ」、「看護・介護」に関しては、非該当の割合が高いため、残りの「食事のし
たく」、「食事の後かたづけ」、「洗濯」、「掃除」、「ゴミ出し」の５項目に関して、「いつもする」、
「ときどきする」、「ほとんどしない」、「まったくしない」の順に、それぞれ４から１までの点
数を与え、それを合計したものを「日常的家事の実施スコア」とする。「日常的家事の実施ス
コア」の最高は２０点であり、５項目すべてで「いつもする」を選択したことになる。最低点は
５点であり、すべての項目で「まったくしない」を選択したことになる。「高頻度（２０点）」、「中
頻度（１９～１５点）」、「低頻度（１４～６点）」、「実施せず（５点）」の４カテゴリーに分割し、男
女別に度数とパーセントをまとめたものが表３である。両性間に１％水準で有意な差がある。
５項目のすべてを「いつもする」ものは、女性で４６．２％と半数に近いのに対し、男性では０．９％
とほとんどいない。すべての項目をまったく行わない「実施せず」と「低頻度」を合わせたも
のは、逆に、男性で７１．１％と過半数を大きく越えるが、女性では５．２％と圧倒的な少数派にと
どまる。
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家事分担の満足度について、男女別に度数とパーセントをまとめたものが表４である。両性
間に１％水準で有意な差があり、女性に比べて男性の満足度が高い。男女の家事の実施頻度の
違いを勘案すれば当然の結果であるといえる。むしろ、家事の実施頻度にこれほどの差がある
にも関わらず、女性でも「満足」と「どちらかといえば満足」という回答を合わせると５６．４％
と過半数を越えることの方が注目に値するだろう。以下では、この点に関しても「性別役割分
業意識」や夫婦における就労形態の違いと関連づけて分析を行う。
表２ 家事の実施頻度
表３ 日常的家事の実施スコア
表４ 家事分担の満足度
いつもする ときどきする
ほとんど
しない
まったく
しない
非該当
有意確率
（両側）
食事のしたく
女性（Ｎ＝３５９） ８６．６％ ９．２％ １．７％ ０．６％ １．９％
P＜０．００１
男性（Ｎ＝３３４） ４．８％ ３８．０％ ３７．１％ １９．８％ ０．３％
食事の後
かたづけ
女性（Ｎ＝３６１） ８５．０％ １０．５％ １．１％ １．１％ ２．２％
P＜０．００１
男性（Ｎ＝３３６） ８．９％ ５２．１％ ２４．４％ １４．８％ ０．３％
洗 濯
女性（Ｎ＝３６１） ８７．３％ ７．８％ １．９％ １．４％ １．７％
P＜０．００１
男性（Ｎ＝３３６） ８．０％ ２４．１％ ２８．６％ ３９．０％ ０．３％
掃 除
女性（Ｎ＝３６１） ７４．５％ ２１．３％ １．７％ １．１％ １．４％
P＜０．００１
男性（Ｎ＝３３６） １０．７％ ４７．６％ ２５．６％ １５．８％ ０．３％
ゴミ出し
女性（Ｎ＝３６０） ５２．２％ ２０．０％ １６．９％ ８．３％ ２．５％
P＜０．００１
男性（Ｎ＝３３４） ３６．５％ ３２．０％ １４．４％ １５．３％ １．８％
育児・しつけ
女性（Ｎ＝３４３） ４４．９％ １０．５％ ２．９％ ０．９％ ４０．８％
P＜０．００１
男性（Ｎ＝３２７） ８．９％ ３０．６％ １２．２％ ７．０％ ４１．３％
看護・介護
女性（Ｎ＝３４５） １９．４％ ６．４％ １．２％ ３．２％ ６９．９％
P＜０．００１
男性（Ｎ＝３２５） １．８％ ９．５％ ９．５％ １１．０％ ６８．１％
高頻度（２０点） 中頻度（１９～１５点）低頻度（１４～６点） 実施せず（５点）
有意確率
（両側）
女性（Ｎ＝３４６） ４６．２％ ４８．６％ ４．６％ ０．６％
P＜０．００１
男性（Ｎ＝３２２） ０．９％ ２８．０％ ６７．７％ ３．４％
満 足
どちらかと
いえば満足
どちらかと
いえば不満足
不満足 わからない
有意確率
（両側）
女性（Ｎ＝３６２） １６．６％ ３９．８％ ２９．０％ ６．４％ ８．３％
P＜０．００１
男性（Ｎ＝３３８） ２７．５％ ５８．９％ ５．０％ ０．３％ ８．３％
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配偶者と同居している男女について、家事の実施頻度と家事分担の満足度についてスピアマ
ンの順位相関係数を求めてまとめたものが表５である１６）。１％水準で有意な相関には濃く、５％
水準で有意な相関には薄く、網掛けしてある。男性では、家事分担の満足度と「洗濯」、「掃除」、
「看護・介護」の実施頻度の間に５％水準で有意な相関がみられ、これらの項目の実施頻度が
低いものほど満足度が高い傾向にある。残りの４項目では有意な相関はみられない。女性では、
家事分担の満足度と、「食事のしたく」、「食事の後かたづけ」、「洗濯」、「ゴミ出し」の４項目
との間に１％水準で、「掃除」、「育児・しつけ」、「看護・介護」の３項目との間に５％水準で、
有意な相関がみられる。７項目のすべてと有意な相関があり、実施頻度の低いものほど満足度
が高い傾向にある。
５．性別役割分業意識との関係
次に、性別役割分業意識についてみていきたい。「男は仕事、女は家庭」という考え方への
賛否について、まとめたものが表６である。全国のデータ（後述）との比較の必要性から、有
効回答すべてを集計してある。全体についてみると「賛成」と「どちらかといえば賛成」を合
わせた「賛成派」は４６．７％、「反対」と「どちらかといえば反対」を合わせた「反対派」は４７．９％
とほぼ拮抗している。男女別にみると「賛成派」は女性で４３．２％、男性で４９．７％と男性の方が
多く、「反対派」は女性で５０．３％、男性で４６．２％と女性の方が多いが有意な差ではない。
表５ 家事の実施頻度と家事分担の満足度との相関
表６ 性別役割分業意識（福井）
食事の
したく
食事の後
かたづけ
洗濯 掃除 ゴミ出し
育児・
しつけ
看護・
介護
家事分
担の満
足度
男
性
相関係数
有意確率（両側）
Ｎ
‐０．１０９
０．０５８
３０５
‐０．０８４
０．１４３
３０６
‐０．１３３
０．０２０
３０７
‐０．１８８
０．０４０
３０６
‐０．０３１
０．５８７
３０１
‐０．０２０
０．７９２
１７８
‐０．２５７
０．０１２
９５
女
性
相関係数
有意確率（両側）
Ｎ
‐０．２５６
０．０００
３２５
‐０．１９６
０．０００
３２５
‐０．１６１
０．００３
３２７
‐０．１３５
０．０１５
３２７
‐０．１６２
０．００３
３２３
‐０．１７０
０．０２１
１８５
‐０．２５４
０．０１２
９７
賛 成
どちらかと
いえば賛成
どちらかと
いえば反対
反 対 わからない
有意確率
（両側）
全体（Ｎ＝１０７４） ７．９％ ３８．８％ ２９．５％ １８．４％ ５．３％
女性（Ｎ＝５７４） ７．３％ ３５．９％ ３１．５％ １８．８％ ６．４％
P＝０．１３７
男性（Ｎ＝４７４） ８．６％ ４１．１％ ２７．２％ １９．０％ ４．０％
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内閣府が平成２１年１０月に実施した「男女共同参画に関する世論調査」１７）に、ほぼ同様の内容
（「夫は外で働き、妻は家庭を守るべきである」という考え方）への賛否を尋ねる項目があり、
全国と福井県を比較する上で一定の目安になると思われる（表７）。
全体についてみると「賛成」と「どちらかといえば賛成」を合わせた「賛成派」は４１．３％、
「反対」と「どちらかといえば反対」を合わせた「反対派」は５５．１％と、１０％以上「反対派」
が多い。男女別にみると「賛成派」は女性で３７．３％、男性で４５．９％と男性の方が多く、「反対
派」は女性で５８．６％、男性で５１．１％と女性の方が多く、１％水準で有意な差がある。
全国と福井県を比較すると、「賛成派」は全体、女性、男性、のすべてで福井県の方が多く、
「反対派」は、全体、女性、男性のすべてで福井県の方が少ない。福井県の特徴として、固定
的な性別役割分業意識が強く、男女間にあまり違いがないことがあげられる。
福井県の性別役割分業意識について、性別ごとに年代別に集計したものが表８である。男女
とも年代間に有意な差があり、いずれも６０歳以上で「賛成派」が過半数を超え、高齢者ほど固
定的な性別役割分業に肯定的であるといえる。
表７ 性別役割分業意識（全国）
表８ 性別役割分業意識（福井県・年代別）
賛 成
どちらかと
いえば賛成
どちらかと
いえば反対
反 対 わからない
有意確率
（両側）
全体（Ｎ＝３２４０） １０．６％ ３０．７％ ３１．３％ ２３．８％ ３．６％
女性（Ｎ＝１７３０） ９．５％ ２７．８％ ３２．０％ ２６．６％ ４．０％
P＜０．００１
男性（Ｎ＝１５１０） １１．９％ ３４．０％ ３０．４％ ２０．７％ ３．１％
賛 成
どちらかと
いえば賛成
どちらかと
いえば反対
反 対 わからない
有意確率
（両側）
女
性
２０～３９歳（Ｎ＝１３０） ４．６％ ２４．６％ ３６．２％ ２３．８％ １０．８％
P＜０．００１４０～５９歳（Ｎ＝２０３） ３．４％ ３０．０％ ３６．５％ ２２．７％ ７．４％
６０歳以上（Ｎ＝２４０） １２．１％ ４７．１％ ２５．０％ １２．５％ ３．３％
男
性
２０～３９歳（Ｎ＝９９） ７．１％ ３４．３％ ２３．２％ ２５．３％ １０．１％
P＜０．００１４０～５９歳（Ｎ＝１７２） ３．５％ ３４．３％ ３６．６％ ２２．１％ ３．５％
６０歳以上（Ｎ＝２０２） １３．９％ ５０．５％ ２１．３％ １２．９％ １．５％
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全国のデータについて同様の集計を行ったものが表９である。年代ごとに「賛成派」、「反対
派」の割合を比較すると、２０～３９歳、４０～５９歳では男女とも大きな違いがみられない。これに
対して、６０歳以上の高齢層では男女とも福井県の方が、「賛成派」が１０％以上多く、「反対派」
が１０％以上少ない。高齢層で、保守的な傾向が顕著であることがわかる。福井県は３世代同居
率が高く、同居していない場合でも、親世代と子世代が近くで暮らし頻繁に行き来するパター
ンが多い１８）。こうした居住形態においては、高齢者の考え方が子ども世代の家事分担に与える
影響も少なくないと推察される。
性別役割分業意識が家事の実施頻度に与える影響を調べるために、配偶者と同居している男
女について、性別役割分業意識の強さと７種類の家事・育児・介護の実施頻度についてスピア
マンの順位相関係数を求めてまとめたものが表１０である１９）。なお、以下の分析では、すべて配
偶者と同居しているもののデータを使用する。１％水準で有意な相関には濃く、５％水準で有
意な相関には薄く、網掛けしてある。
男性では、性別役割分業意識の強さは、「掃除」と「ゴミ出し」以外の項目と有意な相関を
示す。「男は仕事、女は家庭」という考え方に賛成の男性ほど、「食事のしたく」、「食事の後か
たづけ」、「洗濯」、「育児・しつけ」、「看護・介護」の実施頻度が低い傾向がみられる。女性で
表９ 性別役割分業意識（全国・年代別）
表１０ 性別役割分業意識と家事の実施頻度の相関
賛 成
どちらかと
いえば賛成
どちらかと
いえば反対
反 対 わからない
有意確率
（両側）
女
性
２０～３９歳（Ｎ＝４２５） ４．７％ ２８．０％ ３７．２％ ２５．９％ ４．２％
P＜０．００１４０～５９歳（Ｎ＝６４０） ３．７％ ２７．８％ ３３．１％ ３１．３％ ４．１％
６０歳以上（Ｎ＝６６５） １８．２％ ２７．７％ ２７．７％ ２２．６％ ３．９％
男
性
２０～３９歳（Ｎ＝３６７） ４．１％ ３６．８％ ３２．７％ ２２．３％ ４．１％
P＜０．００１４０～５９歳（Ｎ＝５０３） ８．４％ ３４．８％ ３２．０％ ２２．１％ ３．８％
６０歳以上（Ｎ＝６４０） １９．１％ ３１．７％ ２７．８％ １９．４％ ２．０％
食事の
したく
食事の後
かたづけ
洗濯 掃除 ゴミ出し
育児・
しつけ
看護・
介護
性別役
割分業
意識
男
性
相関係数
有意確率（両側）
Ｎ
‐０．１４３
０．０１０
３２３
‐０．２５８
０．０００
３２４
‐０．２０９
０．０００
３２４
‐０．０９８
０．０７９
３２４
‐０．０９１
０．１０４
３１８
‐０．２８１
０．０００
１８６
‐０．２０１
０．０４６
９９
女
性
相関係数
有意確率（両側）
Ｎ
０．００２
０．９７６
３２８
０．０５２
０．３４６
３３０
０．０７８
０．１５６
３３１
０．０４０
０．４６４
３３２
０．１７０
０．００２
３２８
‐０．１４５
０．０４８
１８７
‐０．０５２
０．６０７
９９
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は、「ゴミ出し」と「育児・しつけ」のみが有意な相関を示す。「男は仕事、女は家庭」という
考え方に反対の女性ほど「ゴミ出し」の実施頻度が低く、「育児・しつけ」の実施頻度が高い
傾向がみられる。固定的な性別役割分業に否定的な女性ほど、「育児・しつけ」の実施頻度が
高いという結果は一見すると奇妙だが、１）祖母世代の女性に比べて母親世代の女性の方が「育
児・しつけ」の実施頻度が高いこと２０）、２）祖母世代の女性に比べて母親世代の女性の方が固
定的な性別役割分業に否定的であること、によってこうした相関になるのだと解釈できる２１）。
１）男性の場合、固定的な性別役割分業に否定的になれば、多くの家事で実施頻度が向上す
ること、これに対して、２）女性が固定的な性別役割分業に否定的な意識を持っても、ほとん
どの家事の実施頻度に影響を与えないこと、が確認された。
家事分担の満足度との関係について同様の分析を行ったものが表１１である。男性の場合、性
別役割分業意識と家事分担の満足度の間に有意な相関はみられない。これに対して、女性の場
合は有意な相関を示し、固定的な性別役割分業に肯定的なものほど、家事分担に対する満足度
が高い傾向がみられる。
６．就労時間の長さとの関係
今回の調査では、仕事に就いているものに週あたりの就労時間を１０段階に分けて尋ねてい
る２２）。５段階にまとめ直したものを男女別に集計したものが表１２である。５％水準で有意な差
があり、女性に比べて男性の就労時間が長い傾向が確認できる。
表１２ 週あたりの就労時間
表１１ 性別役割分業意識と家事分担の満足度の相関
家事分担の満足度
性別役割分業
意識
男性
相関係数
有意確率（両側）
Ｎ
０．０３３
０．５６９
３０３
女性
相関係数
有意確率（両側）
Ｎ
０．１８５
０．００１
３３８
１０時間未満 ２０時間未満 ３０時間未満 ４０時間未満 ４０時間以上
有意確率
（両側）
女性（Ｎ＝１９１） １５．７％ ８．４％ １２．０％ １９．４％ ４４．５％
P＝０．０４５
男性（Ｎ＝１７８） ９．０％ ７．３％ ６．２％ ２０．８％ ５６．７％
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就労時間の長さが、家事の実施頻度に与える影響を調べるために、配偶者と同居している有
職の男女について、週あたりの就労時間の長さと７種類の家事・育児・介護の実施頻度につい
てスピアマンの順位相関係数を求めてまとめたものが表１３である。１％水準で有意な相関には
濃く、５％水準で有意な相関には薄く、網掛けしてある。男性に関しては、週あたりの就労時
間の長さと家事の実施頻度の間に有意な相関は認められない。就労時間の長さは男性の家事実
施頻度に影響を及ぼさないことがわかる。女性に関しては、「食事のしたく」、「洗濯」、「ゴミ
出し」との間に有意な相関があり、就労時間が長い女性ほど、これらの家事の実施頻度が低く
なる傾向がみられる。
週あたりの労働時間の長さと固定的な性別役割分業への賛否および家事の満足度の間には、
男女とも有意な相関はみられなかった。
固定的な性別役割分業に関して、男性を「賛成派」と「反対派」に分け、就労時間と家事の
実施頻度についてスピアマンの順位相関係数を求めてまとめたものが表１４である。「反対派」
の男性で、週あたりの就労時間と「食事の後かたづけ」、「掃除」との間に５％水準で有意な相
関がみられる。固定的な性別役割分業に否定的な男性の場合、就労時間が短くなれば、これら
の家事の実施頻度が高くなる傾向がある。
表１３ 週あたりの就労時間と家事の実施頻度の相関
表１４ 週あたりの就労時間と家事の実施頻度の相関２
食事の
したく
食事の後
かたづけ
洗濯 掃除 ゴミ出し
育児・
しつけ
看護・
介護
週あた
りの就
労時間
男
性
相関係数
有意確率（両側）
Ｎ
０．００３
０．９７２
１７６
０．０１２
０．８７０
１７６
０．０２６
０．７３１
１７６
０．１４３
０．０５３
１７７
０．０３２
０．６７７
１７２
‐０．０７８
０．４０４
１１７
‐０．００４
０．９７４
５７
女
性
相関係数
有意確率（両側）
Ｎ
０．２２７
０．００２
１８７
０．０７４
０．３１２
１８８
０．１８５
０．０１１
１８９
０．１２１
０．０９７
１８９
０．１４９
０．０４２
１８８
‐０．０５５
０．５４１
１２４
０．０１９
０．８９３
５５
食事の
したく
食事の後
かたづけ
洗濯 掃除 ゴミ出し
育児・
しつけ
看護・
介護
週あた
りの就
労時間
（男性）
性別役
割規範
に賛成
相関係数
有意確率（両側）
Ｎ
‐０．０９５
０．３８１
８７
‐０．１９９
０．０６３
８８
‐０．１０５
０．３３５
８７
０．０２６
０．８１３
８８
‐０．０３６
０．７４５
８４
‐０．１９３
０．１４７
５８
‐０．１９７
０．２４２
３７
性別役
割規範
に反対
相関係数
有意確率（両側）
Ｎ
０．０８７
０．４２６
８５
０．２５５
０．０１９
８４
０．１２９
０．２４０
８５
０．２５９
０．０１７
８５
０．１０２
０．３５７
８４
０．０４３
０．７５１
５６
０．３４５
０．１４８
１９
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７．夫婦における就労形態との関係
家計の支え手についてまとめたものが表１５である。
「夫」が３０．２％、「夫と妻が共同して」が６０．０％と、この２カテゴリーで全体の９割以上に達
し、「妻」、「その他」といった回答は少なかった。以下では、「夫」と「夫と妻」の２カテゴリ
ーについて分析を進めていく。
性別ごとに、家計の支え手が誰であるかによって、週あたりの就労時間の平均に差があるか
について分析したものが表１６である。女性では、家計の支え手が「夫」の場合、「夫と妻」の
場合に比べて有意に就労時間が短くなっている。男性では、家計の支え手の違いによって、有
意な差はみられない。
家計の支え手ごとに、男女間で週あたりの就労時間の平均に差があるかを分析したものが表
１７である。家計の支え手が「夫」の場合、男性に比べて女性の就労時間が有意に短くなってい
る。家計の支え手が「夫と妻」の場合、男女間の就労時間に有意な差はみられない。
表１５ 家計の支え手（Ｎ＝７０２）
表１６ 週あたりの就労時間の平均値の比較１
表１７ 週あたりの就労時間の平均値の比較２
夫 ３０．２％
夫と妻が共同して ６０．０％
妻 ９．１％
その他 ０．７％
性別 家計の支え手 平均値 標準偏差 有意確率（両側）
男 性
夫（Ｎ＝５０） ７．４８ ２．９０８
P＝０．５３４
夫と妻（Ｎ＝１０５） ７．７６ ２．４９４
女 性
夫（Ｎ＝３７） ５．０８ ３．０２２
P＜０．００１
夫と妻（Ｎ＝１４８） ７．２３ ２．６４２
家計の支え手 性別 平均値 標準偏差 有意確率（両側）
夫
男性（Ｎ＝５０） ７．４８ ２．９０８
P＜０．００１
女性（Ｎ＝３７） ５．０８ ３．０２２
夫と妻
男性（Ｎ＝１０５） ７．７６ ２．４９４
P＝０．１０７
女性（Ｎ＝１４８） ７．２３ ２．６４２
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性別ごとに、家計の支え手と性別役割分業意識の関係をクロス集計したものが表１８である。
男女ともに１％水準で有意な差があり、家計の支え手が「夫」である場合に比べて、「夫と
妻」の場合の方が、固定的な性別役割分業に否定的な傾向が強まる。家計の支え手ごとに、性
別と性別役割分業意識の関係をクロス集計した場合、男女間に有意な差はみられない。
男性について、家計の支え手が「夫」の場合と「夫と妻」の場合の家事の実施頻度の違いを
分析したものが表１９である。「食事のしたく」、「食事の後かたづけ」、「掃除」の３項目に１％
水準、「ゴミ出し」に５％水準で有意な差がみられる。「洗濯」、「育児・しつけ」、「介護・看護」
の３項目には有意な差がなかった。有意な差のあった項目について、家計の支え手間で「いつ
もする」と「ときどきする」を合わせたパーセントを比較すると、「夫と妻」の方が「夫」よ
り１０％程度高くなっている。妻の家計への貢献度は、男性の「食事のしたく」、「食事の後かた
づけ」、「掃除」、「ゴミ出し」の実施頻度に影響を与えていると考えられる。
表１８ 家計の支え手と性別役割分業意識の関係
表１９ 家計の支え手と家事の実施頻度のクロス集計（男性）
性別 家計の支え手 賛 成
どちらかと
いえば賛成
どちらかと
いえば反対
反 対
有意確率
（両側）
男性
夫（Ｎ＝９２） １４．１％ ５２．２％ ２３．９％ ９．８％
P＝０．００１
夫と妻（Ｎ＝１８７） ５．９％ ３６．９％ ３４．８％ ２２．５％
女性
夫（Ｎ＝１０５） ６．７％ ４７．６％ ３７．１％ ８．６％
P＝０．００２
夫と妻Ｎ＝（２１４） ３．３％ ３４．６％ ３６．９％ ２５．５％
いつもする ときどきする
ほとんど
しない
まったく
しない
有意確率
（両側）
食事のしたく
夫（Ｎ＝９５） ６．３％ ２５．３％ ３７．９％ ３０．５％
P＝０．００３
夫と妻（Ｎ＝１９１） ３．１％ ４２．９％ ３８．２％ １５．７％
食事の後
かたづけ
夫（Ｎ＝９６） １４．６％ ３５．４％ ２８．１％ ２１．９％
P＝０．００１
夫と妻（Ｎ＝１９２） ７．３％ ５８．３％ ２２．９％ １１．５％
洗 濯
夫（Ｎ＝９６） ９．４％ １７．７％ ２５．０％ ４７．９％
P＝０．０６３
夫と妻（Ｎ＝１９２） ７．３％ ２８．６％ ３０．２％ ３３．９％
掃 除
夫（Ｎ＝９６） １２．５％ ３８．５％ ２１．９％ ２７．１％
P＝０．００３
夫と妻（Ｎ＝１９２） ９．９％ ４９．５％ ２９．７％ １０．９％
ゴミ出し
夫（Ｎ＝９２） ３４．８％ ２５．０％ １６．３％ ２３．９％
P＝０．０３７
夫と妻（Ｎ＝１９０） ３６．３％ ３７．４％ １４．２％ １２．１％
育児・しつけ
夫（Ｎ＝６０） １３．３％ ４５．０％ ２５．０％ １６．７％
P＝０．１０６
夫と妻（Ｎ＝１０９） １５．６％ ５８．７％ １９．３％ ６．４％
看護・介護
夫（Ｎ＝３６） ５．６％ ２５．０％ ３８．９％ ３０．６％
P＝０．７０５
夫と妻（Ｎ＝５５） ５．５％ ３０．９％ ２７．３％ ３６．４％
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女性について、家計の支え手が「夫」の場合と「夫と妻」の場合の家事の実施頻度の違いを
分析したものが表２０である。「掃除」と「ゴミ出し」の２項目に５％水準で有意な差がみられ
る。残りの５項目には有意な差がなかった。「掃除」、「ゴミ出し」ともに家計の支え手が「夫」
の場合、「夫と妻」の場合に比べて、「いつもする」のパーセントが１０％以上高くなっている。
妻の家計への貢献度は、女性の「掃除」、「ゴミ出し」の実施頻度に影響を与えていると考えら
れる。
妻の家計への貢献によって、実施頻度が影響を受ける項目は男女間で一致していない。「食
事のしたく」、「食事の後かたづけ」に関しては、男性の実施頻度の向上は、女性の実施頻度を
低減させるレベルには達していないと推定できる。
家計の支え手が「夫」の場合について、男性と女性の家事の実施頻度の違いを分析したもの
が表２１、家計の支え手が「夫と妻」の場合について、同様の分析を行ったものが表２２である。
すべての項目に１％水準で有意な差があり、どの項目でも男性に比べて女性の実施頻度が圧倒
的に高い。
表２０ 家計の支え手と家事の実施頻度のクロス集計（女性）
いつもする ときどきする
ほとんど
しない
まったく
しない
有意確率
（両側）
食事のしたく
夫（Ｎ＝１１２） ９４．６％ ３．６％ １．８％ ０．０％
P＝０．０５７
夫と妻（Ｎ＝２２１） ８６．４％ １２．２％ ０．９％ ０．５％
食事の後
かたづけ
夫（Ｎ＝１１３） ８９．４％ ８．８％ ０．９％ ０．９％
P＝０．８３５
夫と妻（Ｎ＝２２１） ８６．９％ １１．３％ １．４％ ０．５％
洗 濯
夫（Ｎ＝１１３） ９３．６％ ３．５％ ０．９％ １．８％
P＝０．０９０
夫と妻（Ｎ＝２２２） ８７．４％ ９．５％ ２．７％ ０．５％
掃 除
夫（Ｎ＝１１４） ８５．１％ １３．２％ ０．０％ １．８％
P＝０．０１１
夫と妻（Ｎ＝２２２） ７２．１％ ２４．８％ ２．７％ ０．５％
ゴミ出し
夫（Ｎ＝１１２） ６３．４％ １８．８％ １０．７％ ７．１％
P＝０．０３６
夫と妻（Ｎ＝２２０） ４８．２％ ２１．４％ ２１．４％ ９．１％
育児・しつけ
夫（Ｎ＝６０） ８０．０％ １５．０％ ５．０％ ０．０％
P＝０．８１８
夫と妻（Ｎ＝１３２） ７５．８％ １８．９％ ４．５％ ０．８％
看護・介護
夫（Ｎ＝３５） ５７．１％ ２５．７％ ２．９％ １４．３％
P＝０．５８８
夫と妻（Ｎ＝６０） ６８．３％ １６．７％ ５．０％ １０．０％
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表２１ 性別と家事の実施頻度のクロス集計（家計の支え手「夫」）
表２２ 性別と家事の実施頻度のクロス集計（家計の支え手「夫と妻」）
いつもする ときどきする
ほとんど
しない
まったく
しない
有意確率
（両側）
食事のしたく
男性（Ｎ＝９５） ６．３％ ２５．３％ ３７．９％ ３０．５％
P＜０．００１
女性（Ｎ＝１１２） ９４．６％ ３．６％ １．８％ ０．０％
食事の後
かたづけ
男性（Ｎ＝９６） １４．６％ ３５．４％ ２８．１％ ２１．９％
P＜０．００１
女性（Ｎ＝１１３） ８９．４％ ８．８％ ０．９％ ０．９％
洗 濯
男性（Ｎ＝９６） ９．４％ １７．７％ ２５．０％ ４７．９％
P＜０．００１
女性（Ｎ＝１１３） ９３．６％ ３．５％ ０．９％ １．８％
掃 除
男性（Ｎ＝９６） １２．５％ ３８．５％ ２１．９％ ２７．１％
P＜０．００１
女性（Ｎ＝１１４） ８５．１％ １３．２％ ０．０％ １．８％
ゴミ出し
男性（Ｎ＝９２） ３４．８％ ２５．０％ １６．３％ ２３．９％
P＜０．００１
女性（Ｎ＝１１２） ６３．４％ １８．８％ １０．７％ ７．１％
育児・しつけ
男性（Ｎ＝６０） １３．３％ ４５．０％ ２５．０％ １６．７％
P＜０．００１
女性（Ｎ＝６０） ８０．０％ １５．０％ ５．０％ ０．０％
看護・介護
男性（Ｎ＝３６） ５．６％ ２５．０％ ３８．９％ ３０．６％
P＜０．００１
女性（Ｎ＝３５） ５７．１％ ２５．７％ ２．９％ １４．３％
いつもする ときどきする
ほとんど
しない
まったく
しない
有意確率
（両側）
食事のしたく
男性（Ｎ＝１９１） ３．１％ ４２．９％ ３８．２％ １５．７％
P＜０．００１
女性（Ｎ＝２２１） ８６．４％ １２．２％ ０．９％ ０．５％
食事の後
かたづけ
男性（Ｎ＝１９２） ７．３％ ５８．３％ ２２．９％ １１．５％
P＜０．００１
女性（Ｎ＝２２１） ８６．９％ １１．３％ １．４％ ０．５％
洗 濯
男性（Ｎ＝１９２） ７．３％ ２８．６％ ３０．２％ ３３．９％
P＜０．００１
女性（Ｎ＝２２２） ８７．４％ ９．５％ ２．７％ ０．５％
掃 除
男性（Ｎ＝１９２） ９．９％ ４９．５％ ２９．７％ １０．９％
P＜０．００１
女性（Ｎ＝２２２） ７２．１％ ２４．８％ ２．７％ ０．５％
ゴミ出し
男性（Ｎ＝１９０） ３６．３％ ３７．４％ １４．２％ １２．１％
P＜０．００１
女性（Ｎ＝２２０） ４８．２％ ２１．４％ ２１．４％ ９．１％
育児・しつけ
男性（Ｎ＝１０９） １５．６％ ５８．７％ １９．３％ ６．４％
P＜０．００１
女性（Ｎ＝１３２） ７５．８％ １８．９％ ４．５％ ０．８％
看護・介護
男性（Ｎ＝５５） ５．５％ ３０．９％ ２７．３％ ３６．４％
P＜０．００１
女性（Ｎ＝６０） ６８．３％ １６．７％ ５．０％ １０．０％
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家計の支え手ごとに、性別と家事分担の満足度の関係をクロス集計したものが表２３である。
家計の支え手が「夫」の場合、「夫と妻」の場合のいずれも、男女間の満足度に有意な差があ
り、女性に比べて男性の満足度が高い。家計の支え手が誰であるかに関わらず、家事の実施頻
度は男性に比べて女性が圧倒的に高く、それを反映した結果であると考えられる。
性別ごとに、家計の支え手と家事分担の満足度の関係をクロス集計したものが表２４である。
男女ともに有意な差はみられない。家計の支え手が「夫と妻」の女性は、男女間で週あたりの
就労時間に有意な差がないにも関わらず、男性に比べて家事実施頻度が圧倒的に高い。家計の
支え手が「夫」の女性と比較すると、実施頻度が有意に低いのは「掃除」と「ゴミ出し」の２
項目に限られる。家計の支え手が「夫と妻」の場合、女性は賃労働と家事や育児、介護などの
不払い労働の多重負担を背負い込むことになり、家事専業の女性に比べて、時間的な余裕を持
つことが困難である。にもかかわらず、家計の支え手が誰であるかが、女性の家事分担の満足
度に影響しないことは注目に値する。
表５で確認した通り、家事の実施頻度そのものは、女性の家事分担の満足度に影響する。一
方、週あたりの就労時間の長さは、家事分担の満足度に影響しない。相対的剥奪論では、人が
不満を感じるかどうかの基準は、絶対的な条件ではなく、他者との比較であるとされる２３）。比
較の対象となる他者を準拠他者と呼ぶが、準拠他者に選ばれるのは、身近にいる条件の似通っ
た他者であることが多い。女性の交友関係を考慮すると、家事専業者の場合、子供の幼稚園つ
ながりで形成されるいわゆる「ママ友」が準拠他者になる可能性が高いと思われる。共働き世
表２３ 性別と家事分担の満足度の関係（家計の支え手別）
表２４ 家計の支え手と家事分担の満足度の関係（男女別）
家計の
支え手
性 別 満 足
どちらかと
いえば満足
どちらかと
いえば不満
不 満
有意確率
（両側）
夫
男性（Ｎ＝８２） ３１．７％ ５８．５％ ９．８％ ０．０％
P＝０．００７
女性（Ｎ＝１０５） ２１．０％ ４９．５％ ２５．７％ ３．８％
夫と妻
男性（Ｎ＝１８７） ２６．３％ ６９．３％ ３．９％ ０．６％
P＜０．００１
女性（Ｎ＝２１４） １６．７％ ４０．７％ ３４．９％ ７．７％
性別 家計の支え手 満 足
どちらかと
いえば満足
どちらかと
いえば不満
不 満
有意確率
（両側）
男性
夫（Ｎ＝８２） ３１．７％ ５８．５％ ９．８％ ０．０％
P＝０．１４６
夫と妻（Ｎ＝１８７） ２６．３％ ６９．３％ ３．９％ ０．６％
女性
夫（Ｎ＝１０５） ２１．０％ ４９．５％ ２５．７％ ３．８％
P＝０．１４３
夫と妻（Ｎ＝２１４） １６．７％ ４０．７％ ３４．９％ ７．７％
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帯の女性の場合、職場の友人や保育園の「ママ友」が準拠他者に選ばれることが多いのではな
いだろうか。家計の支え手が誰であるかが、女性の家事分担の満足度に影響しないのは、家事
専業の女性は家事専業の女性の間で、共働きの女性は共働きの女性の間で、それぞれの家事分
担の程度を比較し合っているためであるという仮説が成り立つように思われる。
８．まとめ
共働き率の高い福井県において、家計の支え手が「夫と妻」の男女間で、週当たりの就労時
間に有意な差はみられなかった。家事の実施頻度に関しては、男性に比べて女性の方が、圧倒
的に高い。
「男は仕事、女は家庭」という固定的な性別役割分業に賛成するものの割合は、福井県で男
女とも全国と比較して高く、高齢層でそうした傾向が顕著である。性別役割分業意識は男性で
は、「食事のしたく」、「食事の後かたづけ」、「掃除」、「育児・しつけ」、「看護・介護」の実施
頻度に影響し、「男は仕事、女は家庭」という考え方に賛成のものほど実施頻度が低くなる傾
向がある。女性では、「ゴミ出し」と「育児・しつけ」の実施頻度に影響し、固定的な性別役
割分業に否定的なものほど「ゴミ出し」の実施頻度が低くなり、「育児・しつけ」の実施頻度
が高くなる。後者は年齢の影響による疑似相関である可能性が高い。
週あたりの就業時間の長さは、男性では家事の実施頻度に影響を与えない。女性では、「食
事のしたく」、「掃除」、「ゴミ出し」の実施頻度に影響し、就労時間の長い女性ほどそれらの家
事の実施頻度が低くなる。男性を、固定的な性別役割分業に対する「賛成派」と「反対派」に
分けると、「反対派」では就労時間が短いほど、「食事の後かたづけ」、「掃除」の実施頻度が高
くなる。
家計の支え手が「夫と妻」の場合、「夫」の場合と比較して、男性では「食事のしたく」、「食
事の後かたづけ」、「掃除」、「ゴミ出し」の実施頻度が高くなり、女性では「掃除」、「ゴミ出し」
の実施頻度が低くなる。妻の家計への貢献が、夫婦の家事分担に影響を与えていると考えられ
る。影響をうける項目は男女間で一致しておらず、男性の「食事のしたく」、「食事の後かたづ
け」の実施頻度の向上は、女性の実施頻度を低減させるレベルには達していないと思われる。
家計の支え手が「夫」であっても「夫と妻」であっても、男女間ですべての家事の実施頻度に
有意な差があり。女性の実施頻度が圧倒的に高い。
共働き世帯の女性は、賃労働と不払い労働の多重負担に陥っている。こうした状況を改善す
るには、高齢者と男性の意識改革が必要である。男性の性別役割分業意識は、多くの家事の実
施頻度に影響するので特に重要である。
固定的な性役割意識をはじめとするジェンダー意識は、一連の社会化の過程を通して形成、
維持されていくもので、容易に変化するものではない。意識改革に向けては、多角的で継続的
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な取り組みが必要とされる。
一般に社会化は、子どもの頃に行われる基礎的な社会化（第１次社会化）とそれ以降に行わ
れる社会化（第２次社会化）に区別される。第１次社会化とは、子どもが自分の所属する集団
で一般的なものの見方、考え方、行動様式、選好、価値などを、他者との相互作用を通して習
得する過程であり、そこで大きな役割を果たすのは、子どもにとって重要な他者である。中で
も両親や遊び仲間、先生等の影響が特に大きいと考えられている。ジェンダー意識の形成に関
しては、家庭でのしつけや家事の分担のされ方などの影響が大きいと思われる。福井県は「男
の子は男の子らしく、女の子は女の子らしく」という考え方も根強く、子どもに身につけて欲
しい資質に関しても、男の子に職業能力を期待するものが多いのに対して、女の子には家事能
力を期待する者が多い２４）。家庭でのしつけを通して、固定的なジェンダー意識のすり込みが行
われている可能性が高い。これに対して、学校教育は他の社会領域に比べて男女平等になって
いると感じている者の割合が突出して高い２５）。ジェンダー・バイアスに関して、「隠れたカリ
キュラム」の存在を指摘する声もあるが２６）、少なくとも「男だから、女だから」といったあか
らさまな区別の持ち込みは忌避される傾向にある。そうした意味で、ジェンダー・バイアスか
らの消極的な自由が確保されている領域である。しかしながら、社会的に構造化されているジ
ェンダー意識を積極的に作り替えていく役割を果たしているとは言い難い。固定的な性別役割
分業意識の解消をはかるには、児童・生徒の自主的な発見・参加型の教育の中で、友達との議
論を進めながらジェンダーについて考えていく機会を提供していく必要がある。ジェンダーに
関する意識変革を進める上で、教育を通して多様な機会を創出することが可能であり、例えば、
大学におけるキャリア教育においても、仕事と家事や育児、介護の分担の関係について考え、
議論する場をもうけることができる。
第１次社会化を通して構成されたジェンダー意識は、日常生活の中で他者やメディアとの接
触を通して強化されたり、変容を被ったりする。性別役割分業に沿って構造化されている社会
において日々接する情報は、基本的にジェンダー・バイアスを強化する方向に作用する。例え
ば、洗濯機や掃除機といった家事に用いられる電化製品や洗濯洗剤、食器洗い洗剤の CMの
ほとんどは、家事の実施主体が女性であることを自明の前提として作られている。こうした情
報環境においては、ジェンダー・バイアスの再生産に関して、予言の自己成就のメカニズムが
強力に作用する。それだけに男性や高齢者の意識改革にあたっては、既存のジェンダーの構造
の自明性に揺さぶりをかける仕掛けを数多く用意する必要がある。具体的には、男女共同参画
のモデル地区（自治会）のようなものを輪番制で選定し、女性や異なる世代との水平的なコミ
ュニケーションを促進し、ジェンダーの問題について考える機会を継続的にもってもらうこと
などが考えられる。固定的な性別役割分業に否定的な男性の場合、就労時間の長さが家事の実
施頻度に影響するため、ワーク・ライフ・バランスをライフステージごとに主体的に選択でき
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る制度設計が望まれる。
女性の多重負担がさまざまな分野における方針決定過程への参加に与える影響については改
めて検討したい。
注
１）総務省「平成１７年国勢調査」
２）総務省「平成１７年国勢調査」
３）総務省「平成１９年就業構造基本調査」
４）総務省「平成１８年労働力調査」
５）総務省「平成１７年国勢調査」
６）福井県「平成２０年男女共同参画年次報告書」、内閣府男女共同参画局「地方公共団体における男女共同
参画社会の形成又は女性に関する施策の推進状況」
７）Shelton, B. A. and Jhon, D. The Division of Household Labor. Annual Review of Sociology, 22, 1996, pp. 299−
322．
８）Brayfield, April. A. Employment Resources and Housework in Canada. Journal of Marriage and Family, 54
1992, pp.19−30.
９）岩井紀子「夫の家事分担に関する日米比較研究－NFHSと神戸調査」石原邦雄（研究代表者）『公共利
用ミクロデータの活用による家族構造の比較研究－米国 NSFH調査データの利用を通して－』１９９７、２９
－４４頁。
１０）Coverman, Shelly. Explaining Husband’s Participation in Domestic Labor. Sociological Quarterly, 26 1985,
pp.81−97.及び、岩井 前掲。
１１）Shelton and John前掲。
１２）岩井 前掲。
１３）Shelton and John前掲。
１４）Brayfield前掲 及び、岩井 前掲、Shelton and John前掲。
１５）塚本利幸「男女間の家事分担と地域特性に関する考察－女性就業率高位の福井県を事例として－」『日
本ジェンダー研究 第７号』２００４、２９－４１頁。
１６）家事の実施頻度に関しては、「非該当」という回答を除き、「いつもする」、「ときどきする」、「ほと
んどしない」、「まったくしない」という回答に順に４から１までの数値を与え、４段階の順序尺度とし
て分析に用いる。家事分担の満足度に関しては、「わからない」という回答を除き、「満足」、「どちら
かといえば満足」、「どちらかといえば不満足」、「不満足」という回答に順に１から４までの数値を与え、
４段階の順序尺度として分析に用いる。以下の分析でも同様。
１７）内閣府の調査は、２０歳以上の日本国民から無作為抽出した５０００人を対象として、平成２１年１０月に面接
調査法で実施されたもので、有効回収数は３２４０（６４．８％）であった。
１８）塚本利幸「福井県の地域特性と少子化抑止」伊藤公雄・冨士谷あつ子編著『日本・ドイツ・イタリア
超少子高齢社会からの脱却－家族・社会・文化とジェンダー政策』明石書店、２００９、１１４－１２８頁。
１９）性別役割分業意識に関して、「わからない」という回答を除き、「賛成」、「どちらかといえば賛成」、「ど
ちらかといえば反対」、「反対」という回答に順に１から４までの数値を与え、４段階の順序尺度として
分析に用いる。以下の分析でも同様。
２０）配偶者と同居している女性について、年代ごとに「育児・しつけ」の実施頻度をまとめたもの（非該
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当を除く）が次の表である。
１％水準で有意差があり、６０歳以上の年代の実施頻度が他の年代に比べて低くい。
２１）年齢（３区分）を制御変数にして、性別役割分業意識の強さと「育児・しつけ」の実施頻度の偏相関
係数を求めると－０．０６８になる。有意確率は０．３５４で、有意な相関ではないという結果になった。
２２）「５時間未満」、「５～１０時間未満」、「１０～１５時間未満」、「１５～２０時間未満」、「２０～２５時間未満」、「２５
～３０時間未満」、「３０～３５時間未満」、「３５～４０時間未満」、「４０～４８時間未満」、「４８時間以上」という回答
に順に１から１０までの数値を与え、１０段階の順序尺度として分析に用いる。以下の分析でも同様。
２３）Merton,R.K. ,Social Theory and Social Structure, Free Press,1949＝森東吾他訳『社会理論と社会構造』み
すず書房、１９６１。
２４）塚本利幸「子育てに関するジェンダー意識－女性就業率高位の福井県を事例として－」『福井県立大
学論集 第３７号』２０１１、５９－７２頁
２５）今回の調査では、「家庭生活」、「職場」、「学校教育」、「政治」、「法律や制度」、「社会通念、習慣、し
きたり」、「自治会などの地域活動」の７つの領域について、男女平等の程度について尋ねている。回答
についてまとめたものが次の表である。
２６）木村涼子『学校文化とジェンダー』勁草書房、１９９９。
いつもする 時 す々る ほとんどしない まったくしない
有意確率
（両側）
女
性
２０～３９歳（Ｎ＝５２） ９６．２％ ３．８％ ０．０％ ０．０％
P＜０．００１４０～５９歳（Ｎ＝１０６） ８１．１％ １６．０％ １．９％ ０．９％
６０歳以上（Ｎ＝４５） ４０．０％ ３７．８％ １７．８％ ４．４％
男性の方
が優遇さ
れている
どちらかといえ
ば男性の方が
優遇されている
平 等
どちらかといえ
ば女性の方が
優遇されている
女性の方
が優遇さ
れている
わからない
家庭生活（Ｎ＝１０２７） ２１．７％ ４２．６％ ２５．０％ ３．８％ １．８％ ５．１％
職場（Ｎ＝９８７） ２７．０％ ４５．７％ １４．７％ ２．３％ １．１％ ９．２％
学校教育（Ｎ＝９７７） ４．７％ １３．０％ ６０．３％ ３．２％ １．０％ １７．８％
政治（Ｎ＝９８４） ２７．２％ ３６．１％ ２０．２％ １．４％ ０．４％ １４．６％
法律や制度
（Ｎ＝９８１）
１２．７％ ２７．８％ ３５．０％ ４．８％ １．８％ １７．８％
社会通念、習慣、しき
たり（Ｎ＝９８８）
３３．８％ ４３．９％ ９．７％ １．７％ ０．８％ １０．０％
自治会などの地域活
動（Ｎ＝９９３）
２２．７％ ３７．３％ ２５．１％ １．６％ １．０％ １２．４％
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